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県営水道事業に係る経営比較分析表について 

 

１ 要旨・目的 

  全国の事業体の工業用水道事業及び水道用水供給事業の経営状況等について，総務省

が調査を行い，結果を「経営指標」としてとりまとめたので，その分析を行うとともに，

「経営比較分析表」として県ホームページにて公表する。 

 

２ 現状・背景 

 公営企業の経営及び施設の状況を表す経営指標を分析し，毎年，県ホームページ等で

公開している。 

 この経営指標を活用し，経年比較や他の公営企業との比較，複数の指標を組み合わせ

た分析を行うことにより，経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能と

なる。 

 この経営指標を分析し，令和３年度決算を踏まえた「経営比較分析表」として取りま

とめ，今後の見通しや課題等への対応に活用する。 

【経営指標】 

１ 経営の健全性・効率性  

①経常収支比率 ②累積欠損金比率 ③流動比率 ④企業債残高対給水収益比率 
⑤料金回収率 ⑥給水原価 ⑦施設利用率  ⑧契約率（工業用水道事業） 

⑧有収率（水道用水供給事業） 

２ 老朽化の状況 

①有形固定資産減価償却率 ②管路経年化率 ③管路更新率 

 

３ 概要 

(1) 調査対象 

区 分 全国の事業体数 類似団体数 

工業用水道事業 149 団体 29 団体※ 

水道用水供給事業 66 団体 ― 

  ※配水能力規模が 200,000 ㎥/日以上の大規模事業体 

 

 (2) 調査機関 

   総務省 

 

 (3) 調査結果 

   別紙１，別紙２のとおり  
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 (4) 分析結果 

  ア 工業用水道事業 

    企業債残高対給水収益比率及び契約率は平均値に達していないが，経営の健全性・

効率性については，経常収支比率が 100%を上回っており，これまでは事業の継続性

が確保されてきた。 

    一方，今後は大口受水団体の撤退に伴う給水収益の大幅な減少により厳しい経営

状況となるため，令和４年７月に取りまとめた経営改善策を実施していく。 

  イ 水道用水供給事業 

経営の健全性・効率性について，経常収支比率は 100％を上回っており，平均値

と比較して良好な経営状況となっているが，将来の収支見通しは，人口減少等に伴

う給水収益の減少，管路更新に伴う費用の増加などにより，経営状況は悪化する見

込みである。 

      このため，同様の課題を抱える市町水道事業との広域連携による施設規模の最適

化や業務の効率化によるコスト縮減など，効率的な運営を進めるとともに，着実な

更新投資の実施が必要である。 

 課題の解消に向け，令和４年 11 月に県内の 14 市町と設立した「広島県水道広域

連合企業団」において，コスト縮減など，効率的な運営を進めるとともに，着実な

更新投資を実施していくこととしている。 

 

 (5) 今後の対応 

   令和５年２月下旬の総務省ホームページへの掲載日と同日に，県ホームページに掲

載する。 

 

４ その他（県ホームページＵＲＬ） 

  https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/kigyo/keieihikakubunsekihyou2021.html 
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（参考）経営指標の算出式 

１ 経営の健全性・効率性 

項 目 指標の見方 算 出 式 

①経常収支比率(％) 
単年度の収支状況 
100％以上は黒字 

経常収益

経常費用
× 100 

②累積欠損金比率(％) 
累積欠損金の発生状況 
０％は累積欠損金なし 

当年度未処理欠損金

営業収益 −受託工事収益
× 100 

③流動比率(％) 
短期的債務（１年以内）に
対する支払能力 
100％以上は支払能力あり 

流動資産

流動負債
× 100 

④企業債残高対 

給水収益比率(％) 

企業債残高の規模 
（数値基準なし） 

企業債現在高合計

給水収益
× 100 

⑤料金回収率(％) 

給水料金による給水費用
の回収状況 
100％を下回ると料金収入
が不足 

供給単価

給水原価
× 100 

⑥給水原価（円） 
有収水量１㎥当たりの給
水費用 
（数値基準なし） 

経常費用－(受託工事費＋材料・不用品

売却原価＋附帯事業費  )－長期前受金戻入

年間総有収水量
 

⑦施設利用率(％) 
施設の利用状況 
（数値基準なし） 

一日平均配水量

一日配水能力
× 100 

⑧契約率(％) 

※工業用水道事業 

収益性及び未売水の状況 
（数値基準なし） 

契約水量

一日配水能力
× 100 

⑧有収率(％) 

※水道用水供給事業 

収益性の状況 
（数値基準なし） 

年間総有収水量

年間総配水量
× 100 

 

２ 老朽化の状況 

項 目 指標の見方 算 出 式 

①有形固定資産 

減価償却率(％) 

有形固定資産(償却対象)
の減価償却状況 
（数値基準なし） 

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却資産の帳簿原価
× 100 

②管路経年化率(％) 
法定耐用年数を越えた管
路延長の割合 
（数値基準なし） 

法定耐用年数を経過した管路延長

管路延長
× 100 

③管路更新率(％) 
当該年度に更新した管路
延長の割合 
（数値基準なし） 

当該年度に更新した管路延長

管路延長
× 100 

 



経営比較分析表／団体全体（令和3年度決算）
広島県

【事業概要】

グラフ凡例
法適用 工業用水道事業 352,250 大規模 3 200,100 ■ 当該団体値（当該値）

業務名 業種名 現在配水能力(合計)(m3/日) 類似団体区分 施設数 １日平均配水量(m3)

類似団体平均値（平均値）

- 51.3 34 274,042 自治体職員 【】 令和3年度全国平均

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 給水先事業所数 契約水量(m3/日) 管理者の情報 －

H29R02 R03 H29

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

【①経常収支比率，②累積欠損金比率】
　経常収支比率は111.73％で健全経営の水準となる
100％を上回っており，累積欠損金もないことから，経
営は堅調に推移している。
【③流動比率】
　流動比率は259.08%で短期債務に対する支払可能な現
金等の保有状況を示す100%を上回り，支払能力を確保
している。
【④企業債残高対給水収益比率】
　企業債残高対給水収益比率は449.90%で類似団体平均
値（以下「平均値」という。）を上回っている。この
要因は，他団体と比べ，管路延長が長く，多額の更新
投資を要するためである。
【⑤料金回収率，⑥給水原価】
　料金回収率は86.06％で給水費用を給水収益で賄うこ
とのできる100％を下回っている。この要因は，当該算
出方法においては，給水原価に工業用水道事業が一括
して実施している他の事業に係る維持管理費が全て含
まれている一方，他の事業から得た維持管理費部の収
益が含まれないためであり，当該費用を除くと
109.71％となる。
【⑦施設利用率，⑧契約率】
　施設利用率は56.81％で平均値と同率であり，契約率
は平均値を下回っている。この要因は，用水型企業の
立地を見込んで事業を開始した太田川２期工水及び沼
田川工水において，立地企業の減量があり，水需要が
伸びなかったことである。
　また，平成30年７月豪雨で受水団体が被災し，契約
水量が一時的に減少したが，令和元年度以降は増加し
ている。

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 110.92 92.37 102.28 112.09

H30 R01

496.72 502.65 473.12 466.35 449.90当該値 449.00 264.06 266.07 267.34 259.08

H30 R01 R02 R03 H29H30 R01 R02 R03

9.47 11.03平均値 121.19 120.32 119.89 119.93 118.40

当該値当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00111.73

平均値 242.57 235.79 227.51 225.72 217.80平均値 379.14 394.58 368.36 380.84 424.64平均値 18.82 17.88 16.67

2. 老朽化の状況について

【①有形固定資産減価償却率】
　有形固定資産減価償却率は58.24％で法定耐用年数を
超える資産が平成30年度以降に平均値以下となってい
る。この要因は，平成29年度に大型工事が完成したた
めである。
【②管路経年化率】
　管路経年化率は44.05％で法定耐用年数を経過した管
路が平均値より低くなっているものの，昭和30年代後
半から40年代に敷設した管路が多く，管路の老朽化が
進行している。
【③管路更新率】
　管路更新率は令和元年度以降0％である。この要因
は，管路更新工事の施工が複数年に及んでおり，当該
年度に完成したものがなかったためであり、優先度の
高い管路から順次耐震管に取り替える管路更新を進め
ている。

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 R03

当該値 87.04 62.16 77.13 85.02 86.06

H30 R01 R02 R03 H29H30 R01 R02 R03 H29

74.94 73.88 75.79 77.47 77.80当該値 63.91 61.41 63.60 59.19 56.81

17.22 17.44平均値 119.17 117.72 117.69 116.75 115.48

当該値当該値 22.69 32.05 26.50 24.36 24.15

2. 老朽化の状況

平均値 79.20 80.50 80.54 80.08 79.69平均値 57.69 58.56 57.96 56.00 56.81平均値 16.80 17.03 17.07

H30 R01 R02H29 H30 R01 R02 R03 H29

0.00当該値 36.81 37.59 39.30 43.86 44.05当該値 60.98 57.22 58.96 58.88 58.24

平均値 58.88 59.48 60.09 60.35 61.07

全体総括

　企業債残高対給水収益比率及び契約率は平均値に達
していないが，経営の健全性・効率性については，経
常収支比率が100%を上回っており，これまでは事業の
継続性が確保されてきた。
　一方，今後は大口受水団体の撤退に伴う給水収益の
大幅な減少により厳しい経営状況となるため，令和４
年７月に取りまとめた経営改善策を実施していく。

R01 R02 R03

当該値 1.76 0.35

平均値 0.21 0.13

H29
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【別紙1】



全体総括

1,332.99

【①経常収支比率，②累積欠損金比率】
　経常収支比率は126.55％で健全経営の水準となる100％
を上回っており，累積欠損金もないことから，経営は堅調
に推移している。
【③流動比率】
　流動比率は439.07％で短期債務に対する支払い可能な現
金等の保有状況を示す100％を上回り，支払能力を確保し
ている。
【④企業債残高対給水収益比率】
　企業債残高対給水収益比率は169％で企業債の発行抑制
に努めたことにより，類似団体平均値（以下「平均値」と
いう。）より低い水準を維持している。
【⑤料金回収率】
　料金回収率は125.15％で給水費用を給水収益で賄うこと
のできる100％を上回っている。
【⑥給水原価】
　給水原価は94.84円で平均値に比べ高い水準にある。こ
の要因は，管路延長が長く，管路等の更新費用及び維持管
理費用が高いためである。
【⑦施設利用率】
　施設利用率は49.91％で平均値を下回っている。この要
因は，計画給水人口に対する現在給水人口が低く，水需要
が建設当初の計画水量まで伸びていないためである。
【⑧有収率】
　有収率は100％を維持している。

2. 老朽化の状況について

【①有形固定資産減価償却率】
　有形固定資産減価償却率は62.92％で平均値を上回って
おり上昇傾向にあることから，資産の老朽化が進行してい
る。
【②管路経年化率，③管路更新率】
　管路経年化率は56.28％で平均値を上回っており，優先
度の高い管路から順次耐震管に取り替えて管路を更新して
いるものの，昭和40～50年代に敷設した管路が多く，老朽
化が進行している。なお，令和２年度は法定耐用年数を迎
えた管路が多く，管路経年化率が大きく上昇している。
　管路更新率は各年度で変動がある。この要因は管路更新
工事の施工が複数年に及ぶためであり，令和元年度に0％
となっているのは当該年度に完成した工事がなかったため
である。

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) － 類似団体平均値（平均値）

　経営の健全性・効率性について，経常収支比率は100％
を上回っており，平均値と比較して良好な経営状況となっ
ているが，将来の収支見通しは，人口減少等に伴う給水収
益の減少，管路更新に伴う費用の増加などにより，経営状
況は悪化する見込みである。
　このため，同様の課題を抱える市町水道事業との広域連
携による施設規模の最適化や業務の効率化によるコスト縮
減など，効率的な運営を進めるとともに，着実な更新投資
の実施が必要である。
　課題の解消に向け，令和４年11月に県内の14市町と設立
した「広島県水道広域連合企業団」において，コスト縮減
など，効率的な運営を進めるとともに，着実な更新投資を
実施していくこととしている。

1,999.41 【】 令和3年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 84.95 96.26 0 2,665,195

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

2,788,687 8,479.22 328.88 ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 用水供給事業 B 自治体職員

経営比較分析表（令和3年度決算）
広島県

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
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H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.22 0.59 0.00 0.22 0.42

平均値 0.27 0.24 0.20 0.32 0.28
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当該値 121.79 120.42 126.43 128.35 126.55

平均値 114.26 112.98 112.91 111.13 112.49
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60.00

62.00

64.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 58.17 59.30 60.81 62.01 62.92

平均値 54.73 55.77 56.48 57.50 58.52
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平均値 22.46 25.84 27.61 30.30 31.74

①経常収支比率(％)
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0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 254.24 235.51 212.39 189.12 169.00

平均値 303.26 290.31 272.96 260.96 240.07

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

130.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 120.17 116.74 125.13 127.27 125.15

平均値 114.14 112.83 112.84 110.77 112.35

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 96.80 100.10 93.38 91.59 94.84

平均値 73.03 73.86 73.85 73.18 73.05

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 49.76 50.67 50.83 51.30 49.91

平均値 62.19 61.77 61.69 62.26 62.22

99.85

99.90

99.95

100.00

100.05

100.10

100.15

100.20

100.25

100.30

100.35

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値 100.05 100.08 100.00 100.16 100.28

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.49】 【8.77】 【309.23】 【240.07】

【100.28】【62.22】【73.05】【112.35】

【58.52】 【31.74】 【0.28】

【別紙２】


